



１ Ａは, Ａの有する財産全部を子Ｙ (被上告人) に相続させる旨の公正証書
遺言を作成した｡
２ 本件遺言は, 子Ｙの相続分を全部と指定し, その遺産分割の指定として遺
産全部の権利を子Ｙに移転する内容を定めたものである｡
３ Ａが死亡し, 相続が開始した｡ 相続財産は不動産を含む積極財産として４
億3200万円, 消極財産として４億2400万円であった｡ 法定相続人は, Ａの子
であるＸとＹのみである｡
４ 本件遺言により, 遺産全部の権利が相続開始時に直ちにＹに承継された｡
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346(899) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(１) 福岡高判平成19年６月21日, 金融法務事情1815号49頁｡ 遺留分の算定の場面を離れて,
相続一般の問題として, ｢債権者が相続人に対し法定相続分による債務の承継を主張する








として, Ｙからの価格賠償の申出を認めて, Ｙが191万円 (本件不動産の価格
の総額４億4200万円にＸの共有持分割合４億3231万円分の200万円を乗じた金

















 さらに本件判決は, ｢もっとも, 上記遺言による相続債務についての相















 つづいて, ｢遺留分の侵害額は, 確定された遺留分算定の基礎となる財
産額に民法1028条所定の遺留分の割合を乗じるなどして算定された遺留分の額
から, 遺留分権利者が相続によって得た財産の額を控除し, 同人が負担すべき
相続債務の額を加算して算定すべきものであり (最高裁平成５年 (オ) 第947
号同８年11月26日第三小法廷判決・民集50巻10号2747頁参照), その算定は,
相続人間において, 遺留分権利者の手元に最終的に取り戻すべき遺産の数額を


































































 他方, 金銭債務その他の可分の相続債務については, 相続分に従って当
然分割されるという考え方
(６)








法と政治 61巻 4号 (2011年 1月) 349(896)
(４) 民集50巻10号2747頁｡
(５) 参照, 最高裁判例解説民事篇平成８年度 (下) 989頁参照, 前掲注１小田76頁｡
(６) 最判昭和34年６月19日｡













 相続債務の帰属と遺留分の関係について, 相続債務は, 各相続人に法定
相続分に従って分割して承継され, 相続人間では (対内的には), 指定相続分






























350(895) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(８) 前掲注１小田76頁｡
(９) 本判決についての評釈および解説としては, 塩月秀平 ｢相続させる遺言と遺留分減殺
―相続における訴訟事項と審判事項の交錯 最三小判平21.3.24を契機に―｣ 金融法務事
情No.1877６頁2009年, 吉永一行 ｢『相続させる』 遺言と相続債務額の算定｣ 法学セミナ
ー661号128頁2010年, 青竹美佳 ｢債務に関する相続分指定の効力と遺留分侵害額との関係｣
法学教室判例セレクト353号23頁2009年,本山敦 ｢相続させる旨の遺言と遺留分侵害額の算
定｣ 法の支配156号171頁2009年, 田中壮太 ｢相続人のうちの一人に対して財産全部を相続
させる旨の遺言がされた場合において, 遺留分侵害額の算定に当たり, 遺留分権利者の法
 相続人の一人に対して ｢財産全部を相続させる｣ との遺言は, 特段の事
情がない限りその者に相続債務も全部承継させる趣旨との理解が示され, その
ような遺言の効果として, 相続人間においては, 当該相続人が相続債務の全部














継がれる｡ が, この点, アメリカの場合は, 遺言や検認 (probate) に従って,
被相続人の意思を実行する遺言執行者 (executor) により, 遺産清算後の財産

















ており, その詳細は州によって異なる｡ しかし一般的に個人の意思 (遺言) が

























352(893) 法と政治 61巻 4号 (2011年 1月)
(11) 参照注釈民法 (新版・補訂版) 28巻436頁以下｡
